（参考資料Ⅲ-62 マイカー通勤規程）

マイカー通勤規程
（目的）
第１条　この規程は、特定非営利活動法人○○（以下、「法人」という）の職員が自動車による通勤（以下「マイカー通勤」という）を行うことに関して必要な事項を定めるものである。
（通勤に使用する自動車）
第２条　職員が通勤に使用する自動車は、自動車車検証の使用者が職員本人、職員の配偶者、又は職員の父母であるもの（以下「マイカー」という）でなければならない。
　　２　前項の条件を満たすマイカーであっても通勤にふさわしくないと法人が判断したときは通勤に使用することを許可しない。
（運転者の遵守事項）
第３条　マイカー通勤しようとする者は、次の事項を遵守しなければならない。
（１）　常に交通法規を遵守し、安全運転に心掛けること。
（２）　会社の指導監督を受け、その指示に従うこと。
（３）　運転者は、次の各号に該当するときは運転してはならない。
イ　飲酒したとき。
ロ　過労、病気のため心身が疲労しているとき。
ハ　マイカーが整備不良（装置の不備、調整の不完全）のとき。
ニ　その他道路交通法令が禁止している事項に該当するとき。
（４）　運転者は、車輌運行に自信のない健康状態のときは運転してはならない。又、運行中健康に異常をきたしたときは、直ちに法人または責任者に報告し、その指示に従うこと。
（５）　マイカーについては、法令に基づいた定期点検を必ず行い、定期点検整備記録簿を備え付けること。
（６）　事故、違反、故障、車輌損傷を生じたときは、直ちに法人または責任者に報告すること。

（７）　マイカー通勤する経路はあらかじめ会社に申し出た住居と法人を結ぶ合理的な最短経路とすること。
（マイカー通勤の許可基準）
第４条　次の条件を満たした場合に限り、マイカー通勤を認めるものとする。
（１）原則として１年以上の運転経験を持ち、会社が運転者として適格と認めた者であること

（２）次の自動車任意保険に加入していること

　　対人賠償…………無制限
対物賠償…………無制限

（３）保険の車両使用用途を実態に適合させること
（４）定期点検整備が確実に実施されていること

（マイカー通勤許可申請手続）
第５条　マイカー通勤しようとする者は、法人にマイカー通勤許可申請書にて許可申請をしなければならない。
２　申請書には次のものを添付しなければならない。

（１）自動車運転免許証

（２）自動車車検証

（３）自動車損害賠償責任保険

（４）自動車任意保険証
３　前項に定める書類については、その有効期限が切れたときは速やかに更新後の書類を提出しなければならない。
（業務への使用禁止）
第６条　マイカー通勤者は、法人の業務のためにマイカーを使用してはならない。ただし、事前に法人の許可を受けた場合、または法人の指示のある場合は除く。

　　２　マイカーを業務に使用する場合の条件等については別に定める。

（届出の義務）
第７条　マイカー通勤の許可を受けた者が、次のいずれかに該当したときは、速やかに法人に届け出るものとする。
（１）マイカー通勤申請書の記載事項に変更があったとき

（２）交通事故が生じたとき

（３）マイカー通勤をとりやめるとき
（許可の取消し）
第８条　次の事由が発生したときは、マイカー通勤の許可を取り消すものとする。
（１）本規程に違反した場合、または本人の責めに帰する理由により重大な事故を起こした場合

（２）使用車輌が安全な運行に耐え得なくなったと法人が判断した場合

（３）第３条に定める運転者の遵守事項が十分守られていないと法人が判断したとき

（４）第４条に定める任意保険に関する管理が適切に行われていないとき
（駐車場）
第９条　マイカー通勤者の車両は、法人が認めた場所に駐車するものとする。
　　２　前項に定める駐車場の費用は職員負担とする。
（事故の取扱い）
第１０条　運転者が事故を起こした場合、速やかに法令に定める処置を行うほか、遅滞なく事故の詳細を法人または責任者へ報告すること。

　　　２　マイカー通勤者が通勤途上に係わらず事故を起こした場合は、本人の責任において解決するものとし、法人は一切その責任を負わない。
　　　３　駐車中におけるマイカーの破損、盗難等の事故については、法人は一切その保障を行わない。

　　　４　運転者の故意または過失に起因する法令違反に対する罰金等は本人の負担とする。
　　　５　事故に伴う対人・対物損害金の弁済負担は、運転者本人の自動車損害賠償責任保険および任意保険を適用する。また、マイカーの損害については運転者本人の負担で修理するものとする。

（会社の求償権）

第１１条　マイカー通勤者が事故を起こし、そのために法人が損害を受けたときは、法人は当該本人に対し、会社が受けた損害につき賠償を請求する。

２　本人に賠償能力が不足するときは、身元保証人に対して代位弁済請求をする。

（通勤手当）
第１２条　法人はマイカー通勤者に対し、最も合理的かつ経済的であると会社が認めた通勤経路、通勤距離に応じ別表の額を通勤手当として支給する。

（就業規則との関係）
第１３条　職員が事故を起こした場合で就業規則に定める懲戒事由に該当すると認めるときは懲戒処分をおこなうことがある。
（改正）
第１４条　この規程は法人の状況、交通事情等を勘案して改廃することがある。

附　則

この規程は、平成○年○月○日より施行する。















PAGE  

